








This paper clarifies the current situations of Japanese economy by a neoclassical growth 
model and the issues of Japanese government budget deficit by a simple Keynesian effective 
demand model. According to the modified growth model Japanese economy has fallen in a 
steady state with stagnant labor force since 1990’s.  The theoretical analyses suggest that, as 
long as primary balance of Japanese budget, an increase in consumption tax rate is effective. 
However, the long-run improvement in cumulative government deficit needs a positive growth 
rate that is contradictory in steady state with negative growth in labor force.
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図表 10　消費関数（2001 ─ 2011）単位＝兆円
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（2012）などを参照されたい。
21）需要漏出要因と需要注入要因という概念につ
いては宮沢（1976）を参照されたい。
22）アベノミクスはレーガノミクスをもじったも
のだが，レーガノミクスの議論には「減税により
景気を浮揚させ財政収入増加をはかる」という主
張があった。
23）ここでは為替相場や関税率などが与える効果
を全く考慮していないが，為替相場が輸出入に与
える影響については山下（2013）を，今後TPPが
関税率等に与える影響については松田（2012），
三島（2012），二木（2012），田中･内山（2012），
田代（2012）等を参照されたい。また，図表９で
は2001年から2007年のデータを用いているが，
これは，2008年と2009年のデータはリーマン・
ショックの影響を強く受けており，また2011年
のデータは東日本大震災の影響を強く受けてい
るため除外したことによる。
24）1960年代からの消費の動向については土肥原
（2010）を参照されたい。
25）ここでは為替相場の変化が投資に与えた効果
を全く考慮に入れていないが，近年の円高が製造
業の設備投資に及ぼした影響については布袋・梅
崎（2012）を参照されたい。
26）償還期限の来た国債は財政収支の中で処理さ
れるので財政が黒字に転換しない限り自動的に
借換となる。したがってプライマリー・バランス
が実現した時点でもdZ＞0である。
27）人口減少社会の様々な問題については大泉
（2008），松谷（2008）などを，また本稿では論じ
ていない雇用形態の変容については，Kawaguchi 
and Ueno（2011）を参照されたい。
28）アベノミクスのいわゆる第３の矢として規制
緩和が提唱されているが，首相がプレゼンテーシ
ョンを行っている最中に株価が下落したように，
政治的には有効ではあっても，経済的にはあまり
有効ではない。文中で，規制緩和ではなく規制撤
廃としたのはそのような理由による。また，労働
人口減少対策として，女性の就業率の向上と出生
率の上昇が，俎上に上っているが，現状の人口ピ
ラミッドの団塊の世代以降の人口減少は固定的
なので，これから出生率を引き上げたとしても，
分母となる女性の人口そのものが少ないので，充
填することはできない。その他の議論については
伊藤（2013）を参照されたい。
